
	フード連合2011春季生活闘争まとめ(案)


【まとめ(案)の要旨】
	○ 2011春闘を取り巻く環境は、経済対策等の効果で緩やかな回復基調にあった景気が、足踏み状態となり、とりわけ円高、株安、海外経済の減速、物価の下落等の影響で輸出産業を中心に厳しい経済情勢となっていた。また、失業率も5％超と高水準で雇用情勢も厳しい状況が続いていた。一方、賃金をはじめとする労働条件の低下は著しく、賃金は1997年のピーク時から5.1％低下し、フード連合の賃金実態調査でも全体の平均賃金は6年間で約10,000円低下していた。
○ 連合は、｢すべての労働者の生活を維持・向上させるためには、成果の適正な配分を追求し、家計と企業のバランスの歪みを修正・解消することが不可欠と考える。それがデフレ脱却の道であり、個人消費の回復、働くモチベーションの向上につながり、産業・企業競争力の強化をもたらすことになると考える。こうしたマクロ的な観点から、すべての労働組合が1％を目安に賃金を含めた適正な配分を求めて、マクロでみて下がった賃金を近年のピーク時の水準にできるだけ早く戻すという観点から賃金水準の復元を追求する。｣とした方針を決定した。
○ フード連合は、連合方針をふまえ、賃金の水準（絶対額水準）を検証し、パート等を含めた賃金等のあらゆる改善原資の獲得を求めて、賃金の底上げと格差是正、さらに労働諸条件の引き上げに向けて｢５つの統一要求課題」を設定した。そして特に中小組合の賃金低下を阻止し、底上げをはかるために「中小労組支援センター」を通じて賃金制度の確立や交渉・活動支援オルグを行い、個別に指導の強化をはかった。
○3月11日に発生した｢東日本大震災｣は、東北を中心に甚大な被害をもたらし、賃上げ交渉を断念せざるを得ない組合や交渉日程を延期するなど、春闘交渉においても様々な影響を及ぼした。
○ 賃金引き上げ結果（6月30日最終集計）は、同一組合比全体では5,323円（1.80％）と昨年より88円（0.01％）と若干上回り、300人未満の中小組合は3,949円（1.61％）と昨年より2円（0.01％）、99人以下では3,609円で昨年より106円と若干上回った。また、ベア・賃金改善を獲得した組合は26組合で昨年（29組合）より若干減少したものの、今次春闘の厳しい環境の中で、要求趣旨にこだわってベア・賃金改善を獲得した組合があったこと、金額比較で219組合中206組合（94.1％）が昨年の実績、又は昨年実績以上であったことは評価できる。また、要求基準を3通り設定したことで、大手・主要組合の約8割が賃上げを含めたパートの処遇改善、最低賃金の協定化等フード連合の方針にそって取り組んだ。
○ 一時金の妥結結果は、同一組合比全体で年間5.23ヵ月と昨年より0.03ヵ月上回った。
○「時短2000ゼロ」の取り組みは春闘で66組合（昨年68組合）が取り組み、17組合が一定の成果を上げるなど、着実に前進しつつあるが、依然として2000時間以上の組合は100組合以上ある。
○ 時間外割増率の引き上げは57組合(昨年88組合)が取り組み、6組合が成果を上げたが、法改正に従って協約を改定した組合が多く、月45時間以下の割増率や努力義務（45時間超～60時間未満）となっている割増率の引き上げなど要求する組合は少なくなってきている。
○ パート等の処遇改善は、69組合(昨年は64組合)が取り組み、全体では25組合が改善をし、16組合が時給を引き上げ、20組合が処遇改善をはかった。
○ 最低賃金の協定化と水準の引き上げは、全体で81組合(昨年60組合)が要求し、15組合が協定化をするなど一定の成果を上げた。また、昨年に比べ取り組んだ組合が大幅に増加したことは、取り組みへの理解が浸透してきた結果と思われる。
○ 今後の課題

①～賃上げ以外の取り組みが増加、課題の設定等含めさらに共闘効果を高めていく～
｢統一要求課題｣について、賃金・一時金以外の課題に取り組んだ組合は着実に増えている。今後も全体で取り組むという共通の認識が必要であり、最低でもすべての組合が何らかの要求をするミニマム要求の検討など、課題の設定を含めて組織内で議論を深め、さらに共闘の効果を高めていく必要がある。

②～賃金水準の低下の阻止と底上げ、格差是正を継続的に、そしてめざすべき目標水準の検討～
賃上げ(ベア・賃金改善)は、連合の考え方やこれまでの要求根拠の考え方を基本に、絶対水準を重視した要求目標の設定の考え方の整理とこれ以上の賃金水準の低下を阻止することが重要である。そのためには中小労組支援の体制整備・強化、自労組の賃金実態の把握と賃金制度の確立、格差是正の取り組みを継続して取り組むことが必要である。さらに、食品産業の労働者のめざすべき賃金水準や中小労組を含めた目標などの検討も必要である。
③～パート等の取り組みは、労使・労組の意識の差も顕在化、取り組み実態の検証と検討を～
パート等の処遇改善は、法改正も含めて均等・均衡処遇の実現が社会や労働界全体でも不可欠な取り組みとなっている。取り組みへの理解は浸透しつつある。一方、会社の非正規組合員に対する処遇改善は否定的、組合も役員と組合員とで意識のかい離があるなど、意識を含めたギャップは大きい。今後は、｢ついでに要求する｣から｢本気で要求する｣行動へとしていく必要がある。さらに、働き方の違いなどにより、タイプ別に分けて課題を検討することも必要である。
④～最低賃金の取り組みは前進、さらなる取り組みと目標設定の検討を～
最低賃金の協定化と水準の引き上げについては、昨年以上に取り組みへの気運は高まり、一定の成果が表れている。この取り組みを目に見える運動としてさらに醸成していくことが必要である。そのための教宣リーフレットの活用や学習会等の開催など検討していく。また、特定（産業別）最低賃金を継承・発展させ、未組織労働者に波及させていくことが労働組合の役割と責任でもある。引き続き組織内で理解を深めていく必要がある。
⑤～賃金水準（定昇、個別賃金、要求、妥結）等の開示・共有化方法の検討と単組の協力～
賃金水準（定昇・個別賃金・要求・妥結等）について組織内の開示はほぼ100％できている。また、連合を含めた組織外への情報開示は概ね開示し、情報化ができつつあるが、一部の組合では開示は不可となっている。今後も単組が報告・開示しやすい調査・集計方法や共有化の検討が必要である。加えて中小組合が自ら賃金実態把握をするためにも賃金実態調査への積極的な協力が重要である。
⑥～中小労組支援の取り組みを強化し、組合活動の充実や交渉力アップをはかる～

フード連合の大手・主要組合は｢中核組合｣として連合に登録し、組織内外に波及させていくことが重要である。中小組合への支援体制については、個別の課題や実態に即した支援が必要であり、春闘を通じてその支援を強化する。3年目を迎える｢中小労組支援センター｣の取り組み強化と業種別部会・地区協・単組での学習会などを通じて春闘・組合活動への理解を深めて、単組役員の意識（ヤル気）と力量を高めていくことが必要である。


Ⅰ 2011春季生活闘争を取り巻く情勢と取り組み
1．取り巻く情勢　

～経営が総額人件費管理と国際競争力を主張するなかで、連合は経営に“高い志”を求める～
　　2011春闘を取り巻く環境は、経済対策等の効果で緩やかな回復基調にあった景気が、足踏み状態となり、とりわけ円高、株安、海外経済の減速、物価の下落等の影響で輸出産業を中心に厳しい経済情勢となっていました。また、失業率も5％超と高水準で雇用情勢も厳しい状況が続いていました。企業業績は日銀短観12月発表では、2010年度計画・見通しは売上高、経常利益とも全産業で大幅増となっており、食品製造業も、売上高は全規模、中小で微減となっているものの、経常利益は全規模、大手、中堅ではプラスの利益となっていました。一方、賃金をはじめとする労働条件の低下は著しく、賃金は1997年のピーク時から5.1％低下し、フード連合の賃金実態調査でも全体の平均賃金は6年間で約10,000円低下していました。

このような状況のなか、日本経団連は2011年1月18日、「経営労働政策委員会報告」を発表し、賃金決定にあたっては「すべての従業員に関わる総額人件費を管理する観点から、自社の支払い能力に即して判断することが重要である」「定期昇給の維持に焦点を当てた賃金交渉を行う企業が大半」「中堅・中小企業では、雇用を最優先した交渉を継続」、一方、今次労使交渉・協議については「労使交渉・協議の課題は企業の存続・発展のための競争力の強化に他ならない」、「自社の競争力を高める方策についての協議が求められる」と競争力のための労使協議のあり方を強調している。また、「『春闘』は終焉した」ことを示唆し、「今後は労使が一体となって国際競争に打ち勝つための課題解決型労使交渉・協議（春の労使パートナーシップ対話）として建設的な議論の場とするとともに、通年でも話し合いの機会を増やしていくことが期待される」とし、従来の発想からまったく抜け出ていない姿勢を示していました。
連合は、こうした経営側の姿勢に対して、｢経営側は、ミクロの論理に終始し、総額人件費の抑制による国際競争力強化という従来の主張を変えていない。こういったやり方をこれ以上つづければ、低成長とデフレのわなから抜け出すことができず、近い将来、所得はより一層の「減少局面」を迎え、国民は現在の生活レベルを落とさざるを得ない必要に迫られる。そうなれば日本は崩壊への道を歩むことになりかねない。今、求められるのは労働条件の復元、格差の是正をはかることであり、労使が危機感を共有化し、家計・企業のバランスの歪みを修正・解消することである。それがデフレ脱却への道であり、そうした努力が個人消費の回復、働くモチベーションの向上につながり、産業・企業競争力の強化をもたらすこととなる。｣と経営者の“高い志”と使命感をもって2011春闘交渉に臨むことを強く提唱しました。
　　　しかし、3月11日に発生した｢東日本大震災｣は、東北を中心に甚大な被害をもたらし、賃上げ交渉を断念せざるを得ない組合や交渉日程を延期するなど、春闘交渉に様々な影響を及ぼしました。
2．連合の取り組み

～低下した賃金をはじめとする労働諸条件の復元を求め、妥結水準は実績を上回っている　～

　　連合は、｢すべての労働者の生活を維持・向上するためには、成果の適正な配分を追求し、家計と企業の分配のバランスの歪みを修正・解消することが不可欠と考える。それがデフレ脱却への道であり、個人消費の回復、働くモチベーションの向上につながり、産業・企業競争力の強化をもたらすことになると考える。こうしたマクロ的観点から、すべての労働組合が１％を目安に賃金を含め適正な配分を求めていく。なお、産業・企業によってそれぞれおかれた環境には違いがあることについて相互に理解し合う。具体的な賃金をはじめとする労働条件引き上げについては、マクロでみて下がった賃金を近年のピーク時の水準にできるだけ早く戻すという観点から賃金水準の復元を追求する。｣とした考え方を示しました。
また、運動の柱として①全労働者を対象とした適正な配分、②共闘連絡会議を中心に総がかりの要求実現、③政策制度を「運動の両輪」とした取り組みの強化、④ワーク・ライフ・バランスの実現の4つを掲げました。また、すべての組合が取り組むべき課題(ミニマム運動課題)として、①賃金カーブ維持分の確保、②非正規労働者を含めた全労働者を対象とした賃金をはじめとする待遇改善、③企業内最低賃金協定の締結拡大と水準の引き上げ、④総実労働時間の縮減、時間外・休日労働の割増率の引き上げ等を掲げて春闘を展開しました。
この連合方針を踏まえ、産別は賃金カーブ維持・確保と非正規労働者を含めた労働諸条件の改善要求に取り組みました。
連合の第7回集計（7月4日公表）では、平均方式で4,924円（1.71％）、昨年対比＋119円（＋0.04％）、同一組合比で4,937円（1.71％）、＋55円（＋0.02％）、昨年より上回っています。
Ⅱ フード連合の取り組み

1．2011春季生活闘争方針

～　自社の賃金水準（絶対額水準）を検証し、すべての組合が目標水準をめざす　～　

[image: image2.emf]全

　

体

①

時

間

給

の

引

き

上

げ

②

労

働

条

件

の

均

等

･

均

衡

待

遇

実

現

に

向

け

た

取

り

組

み

③

組

織

化

及

び

組

織

化

に

向

け

た

取

り

組

み

全

　

体

企

業

内

最

低

賃

金

の

協

定

化

と

水

準

の

引

き

上

げ

年

齢

別

最

低

賃

金

の

協

定

化

と

水

準

の

引

き

上

げ

取り組んだ

(労使確認・協約含む)

277

(283)

184

(183)

66

(68)

57

(88)

69

(64)

33

(38)

46

(44）

16

(13)

81

(60)

46

(28)

20

(14)

取り組まなかった

(要求見送り)

24

(24)

67

(62)

99

(92)

103

(67)

109

(104)

84

(89)

合計(報告)

301

(307)

251

(245)

165

(160)

160

(155)

178

(168)

165

(149)

回答

6

(12)

7

(9)

0

(3)

1

(5)

0

(0)

0

(0)

0

(2)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

収拾

245

(266)

173

(193)

61

(53)

52

(75)

46

(41)

31

(34)

37

(37)

0

(13)

35

(29)

33

(25)

12

(11)

改善組合

17

(13)

6

(12)

25

(19)

16

(17)

20

(19)

0

(0)

15

(4)

14

(4)

4

(1)

継続協議の組合

17

(28)

1

(14)

1

(3)

0

(0)

3

(7)

1

(1)

1

(1)

0

(0)

現行通りの組合

（進展なし含む）

27

（12)

45

(49)

20

(19)

15

(17)

14

(11)

0

(13)

19

(24)

18

(20)

8

(10)

※ （）内は2010春闘最終集計値

※　複数要求組合のうち、改善組合には、一部継続協議の組合や、一部現行通りの組合を含む場合があります。

※ （６）の全体集計「取り組む」には、申し入れをした場合や、組合内で議論した場合を含みます。

＜表１：2011春季生活闘争「統一要求課題」取り組み集計＞ 6 月30日
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(５)　パート等の組織化と処遇改善

フード連合春闘方針策定にあたって、「第9回定期大会」で確認された｢2010春季生活闘争のまとめ｣や連合の春闘方針素案の考え方や経済指標などの情勢認識、各単組・業種別部会の状況等を踏まえ、労働政策委員会を中心に検討を進め、討論集会（11月30日～12月1日）や各業種別部会、さらには各地区協での集会・学習会などを通じて議論し、｢フード連合2011春季生活闘争方針｣を決定しました。(第9回中央委員会：1月24日)

　　具体的な方針の特徴は次のとおりです。

①フード連合全体の平均賃金は6年間で約10,000円の低下し、相対的な賃金比較でも、製造業23業種中20番目と依然として低水準である。

②賃金引き上げについては、自社の賃金水準（絶対額水準）を検証し、すべての組合がフード連合のめざす目標水準（参考）として、賃金実態調査の第3四分位を示した。加えて従来からの個別賃金水準(平均)も示した。

③要求基準については、目標水準の到達の有無に応じて３つの要求基準を設定した。
　まず、すべての組合は、賃金カーブ維持分（体系）を確保する。その上で、

　ア）目標水準に満たない組合は、7,000円またはベア・賃金改善2,000円を基準

　　　イ）目標水準を満たしており、賃上げに取り組まない組合においても必ず賃金水準の等の開示をしたうえで、｢パートの時給引き上げ、処遇改善等｣または企業内最賃協定の締結と引き上げを要求する。

　ウ）賃金制度がない中小組合などは5,000円以上とし、賃金制度の確立を要求する。

④｢中小労組支援センター｣は中小労組の実態に応じた支援オルグを行うこととし、とりわけ賃金制度の確立や交渉力強化をはかることにした。

2．2011春季生活闘争の結果と評価

～　5つの統一要求課題の結果と評価　～
 (1) 統一要求課題の取り組み状況
[image: image3.emf] 

 2011 要求 （加重平均）  2011 収拾 （加重平 均）  昨年同一組合比  

要求 額  率  収拾額  率  額  率  

フード連合   全体  5,738   （ 5,638 ）  2.06   （ 1.99 ）  5,312   （ 5,163 ）  1.80   （ 1.78 ）  88   （ － 282 ）  0.01   （－ 0.06 ）  

300 人以上  5,786   （ 5,630 ）  1.99   （ 1.91 ）  5,535   （ 5,379 ）  1.83   （ 1.81 ）  99   （－ 347 ）  0.01   （－ 0.09 ）  

300 人未満  5,517   （ 5,681 ）  2.35   （ 2.37 ）  3,921   （ 3,969 ）  1.61   （ 1.65 ）  2   （＋ 93 ）  0.01   （＋ 0.15 ）  

連合   全体平均方式  5,860   （ 5,648 ）  2.10   （ 2.00 ）  4,924   （ 4,805 ）  1.71   （ 1.67 ）  55   （－ 46 ）  0.02   （ 0.00 ）  

連合   300 人未満  5,320   （ 5,099 ）  2.20   （ 2.12 ）  3,780   （ 4,627 ）  1.53   （ 1.47 ）  －    －    

経団連 （大手製造業）  －    －  5,789   （ 5,840 ）  1.85   （ 1.86 ）  －  －  

経団連（中小製造業）  －    －  4,581   （ 4,146 ）  1 .72   （ 1.61 ）  －  －  

※ （   ） 内 は 昨年実績 、 連合 は 第 7 回 7 月 4 日 公表 集計 、 経団連 は 大手 6 月 10 日 、 中小 6 月 28 日 集計  

 


取り組み結果は、上記「表1」の通りとなりました。｢賃金・一時金の取り組み｣以外では、｢企業内最低賃金協定の締結と引き上げ｣に取り組んだ組合が昨年より21組合増えています。また、｢時間外・休日労働の割増率の引き上げ｣に取り組んだ組合は昨年より31組合少なくなっています。
また、3月11日に発生した｢東日本大震災｣は、東北を中心に甚大な被害をもたらし、賃上げ交渉を断念せざるを得ない組合や交渉日程を変更・延期するなど、春闘交渉においても様々な影響を及ぼしました。
(2) 賃金の引き上げ
①平均賃上げ要求に取り組んだ組合は210組合（昨年214組合）で、全体の要求額は5,738円（同5,638円）、300人以上は5,786円（同5,630円）、300人未満は5,517円（同5,681円）となりました。
要求基準は自労組の賃金水準を検証したうえで3通りの要求基準としましたが、要求内容が分かる277組合で、定昇（カーブ維持）要求は75組合、ベア・賃金改善要求は95組合、定昇がないが賃上げに取り組んだ組合は107組合となっています。また、300人以上の67組合のうち、ベア・賃金改善を要求した組合は31組合、定昇の他にパートの処遇もしくは最低賃金に取り組んだ組合は21組合、定昇のみの組合は13組合、それ以外の組合は2組合と大手・主要組合の約8割がフード連合の要求基準にそって取り組みました。
一方で、賃金引き上げに取り組めなかった組合は20組合（昨年24組合）となっています。
②妥結結果は、平均方式で5,312円（昨年5,163円）、昨年比較では＋149円、同一組合比では、5,323円（同5,235円）で＋88円となりました。300人以上の組合では同一組合比で＋99円、300人未満の組合は同一組合比で＋2円、99人以下で106円と若干ではありますがプラスとなりました。

③賃金制度があり、定昇相当分が分かっている157組合で、ベア・賃金改善を獲得した組合は26組合（昨年29組合）で昨年より3組合少なくなっています。また、定昇（相当分）を確保した組合は127組合で、ベア・賃金改善を獲得した組合を合わせると153組合と、97％以上の組合が賃金カーブ維持（定昇相当分）を確保しました。一方で、大震災等の影響で賃金引き上げがゼロや凍結となった組合もありました。
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＜表 2 ： 平均 賃上 げ 方式 ＞  

④各単組の交渉は、東日本大震災前では経営側は｢原油価格、小麦やコーヒー豆といった原材料の価格の高騰や口蹄疫、鳥インフルエンザの影響がある。一方、低価格競争などで食品産業を取り巻く環境は厳しくなってきており、先行きは不透明である。また、組合が主張している賃金低下の復元とした要求の根拠説明を強く求める。｣など賃上げには慎重な姿勢となっていました。
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(1) 平均賃上げ方式　(集計可能な組合)

要求額 率 収拾額 率 収拾額 率

食 肉 35 11,119 283,091 4,543 1.68 33 10,994 284,690 4,106 1.46 3,576 1.47

乳 業 21 6,082 276,556 6,366 2.36 17 10,706 286,543 6,389 2.09 3,858 1.39

水 産 冷 食 8 5,910 289,592 6,189 2.14 8 5,910 289,592 5,437 1.88 4,660 1.64

醤 油 味 噌 28 3,959 286,979 7,556 2.68 25 3,801 288,073 6,017 2.04 3,885 1.49

油 脂 調 味 料 2 1,561 303,252 5,915 1.96 3 4,206 307,153 7,120 2.30 6,505 2.12

糖 業 20 1,086 271,173 7,405 2.82 12 823 287,819 5,998 2.11 5,233 1.95

製 粉 16 3,427 286,733 5,982 2.10 19 4,242 283,446 6,023 2.12 4,783 1.96

パ ン 32 12,977 234,008 5,764 2.47 32 12,977 234,008 3,539 1.51 3,097 1.47

菓 子 10 2,942 297,520 6,861 2.35 14 7,166 308,001 6,763 2.15 4,378 1.59

飲 料 ビ ー ル 7 7,485 315,952 6,601 2.01 8 9,827 320,035 6,379 1.94 5,071 1.67

酒 類 18 3,811 292,651 6,498 2.26 17 3,780 293,297 5,626 1.94 4,647 1.86

た ば こ 関 連 3 9,362 344,319 4,162 1.21 3 9,362 344,319 4,162 1.21 3,706 1.26

流 通 食 品 10 2,403 256,912 5,087 1.98 8 2,273 256,678 4,812 1.86 3,687 1.61

全 体 210 72,124 286,464 5,738 2.06 199 86,067 290,932 5,312 1.80 4,079 1.61

300 人 以 上 53 59,328 296,328 5,786 1.99 61 74,212 298,669 5,535 1.83 5,090 1.79

300 人 未 満 157 12,796 240,728 5,517 2.35 138 11,855 242,496 3,921 1.61 3,632 1.53

1,000 人 以 上 19 42,164 306,139 5,808 1.93 24 55,308 307,815 5,744 1.84 5,795 1.89

999 ～ 300 人 34 17,164 272,228 5,731 2.13 37 18,904 271,912 4,923 1.77 4,632 1.72

299 ～ 100 人 52 8,286 245,306 5,303 2.22 48 7,784 247,429 4,102 1.66 3,962 1.63

99 人 以 下 105 4,510 232,318 5,910 2.60 90 4,071 233,063 3,575 1.51 3,457 1.48

(2) 個別賃上げ（Ａ方式）35歳　(集計可能な組合)

要求額 率 収拾額 率 収拾額 率

食 肉 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

乳 業 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

水 産 冷 食 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

醤 油 味 噌 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

油 脂 調 味 料 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

糖 業 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

製 粉 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

パ ン 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

菓 子 1 330 242,739 1,968 0.81 1 330 242,739 0 0.00 0 0.00

飲 料 ビ ー ル 1 3,379 336,200 0 0.00 1 3,379 336,200 0 0.00 0 0.00

酒 類 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

た ば こ 関 連 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

流 通 食 品 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

全 体 2 3,709 327,885 175 0.07 2 3,709 327,885 0 0.00 0 0.00

300 人 以 上 2 3,709 327,885 175 0.07 2 3,709 327,885 0 0.00 0 0.00

300 人 未 満 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

1,000 人 以 上 1 3,379 336,200 0 0.00 1 3,379 336,200 0 0.00 0 0.00

999 ～ 300 人 1 330 242,739 1,968 0.81 1 330 242,739 0 0.00 0 0.00

299 ～ 100 人 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

99 人 以 下 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

(3) 個別賃上げ（B方式）35歳　(30歳標労を含む　集計可能な組合)

要求額 率 収拾額 率 収拾額 率

食 肉 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

乳 業 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

水 産 冷 食 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

醤 油 味 噌 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

油 脂 調 味 料 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

糖 業 1 226 282,600 9,891 3.50 1 226 282,600 6,726 2.38 6,726 2.38

製 粉 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

パ ン 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

菓 子 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

飲 料 ビ ー ル 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

酒 類 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

た ば こ 関 連 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

流 通 食 品 0 #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

全 体 1 226 282,600 9,891 3.50 1 226 282,600 6,726 2.38 6,726 2.38

300 人 以 上 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

300 人 未 満 1 226 282,600 9,891 3.50 1 226 282,600 6,726 2.38 6,726 2.38

1,000 人 以 上 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

999 ～ 300 人 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

299 ～ 100 人 1 226 282,600 9,891 3.50 1 226 282,600 6,726 2.38 6,726 2.38

99 人 以 下 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

※労使確認のため要求を出していない組合、データ不足で集計不可能の組合などがあるため、要求・収拾組合数が集計表のようになります。
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また、東日本震災後は、復旧・復興が優先で、企業の損失も大きく賃上げには応えられないとした姿勢が強くなっていました。さらに、日本全体で復興意識が優先し、春闘交渉モードではなくなった感は否めず、組合も交渉を早期に解決するか、延期するか、交渉そのものを断念せざるを得ない組合もあるなど、今次春闘は異例の取り組みとなりました。
そのようななかで、要求趣旨にこだわって交渉し、ベア・賃金改善を獲得した組合が昨年と同数近くあったこと、金額比較で219組合中、昨年の実績、又は昨年実績以上だった組合が206組合（94.1％）であったことは評価できます。
(3) 一時金の安定確保
一時金の結果は、年間夏冬型132組合の平均要求は5.16ヵ月（昨年135組合平均5.41ヵ月）、妥結結果は98組合の平均5.23ヵ月（同116組合5.17ヵ月）で昨年より0.06ヵ月増となっています。また、同一組合比でも93組合の平均5.23ヵ月で0.03ヵ月増となりました。また、年間で最低目標月数4ヵ月以上を獲得した組合は、98組合中、81組合で82.7％（同90組合、77.6％）となっています。

単純に金額で比較した場合では、165組合中、昨年実績、またはそれ以上となった組合は89組合、比率で53.9％（同78.4％）、下回った組合は76組合、比率で46.1％（同21.6％）と半数近くの組合が厳しい交渉結果となりました。
また、業績連動制を導入している組合は、48組合（昨年39組合）と昨年より増加しています。
(4) 労働時間の短縮（「時短2000ゼロ」、割増率等の引き上げ）

「時短2000ゼロ」の取り組みは到達目標達成の最終年度となっており、今次春闘で66組合（昨年68組合）が取り組み、17組合（同13組合）が一定の成果を上げるなど、着実に前進しています。しかし、依然として2000時間以上の組合は100組合以上となっています。また、時間外・休日労働の割増率の引き上げに取り組んだ組合は、57組合（同88組合）と昨年に比べて減少していますが、6組合（同12組合）が一定の成果を上げました。

(5)パート等の組織化と処遇改善
　パート等の処遇改善に取り組んだ組合は69組合(昨年64組合)で、46組合(同41組合)が妥結し、パートナー社員の賃金改善・時給の引き上げ、カフェテリアプランの導入、半日有給休暇制度の導入など、全体では25組合（同19組合）が一定の成果を上げました。

(6) 最低賃金の協定化と水準の引き上げ
最低賃金の取り組みは、全体で81組合（昨年60組合）が取り組み、昨年より21組合増加しており、単組の取り組みへの気運は高まり、理解が浸透してきた結果と思われます。企業内最低賃金の協定化に取り組んだ46組合のうち33組合が収拾し、14組合が一定の改善をしています。その中で新たに協定化をした組合は5組合ありました。
3．闘争体制の確立と闘いの経過　
(1) ヤマ場の取り組みと体制
　　連合は、「2011春季生活闘争・闘争開始宣言2.10中央集会」を開催（2月１0日）し、2011春季生活闘争「闘争開始宣言」を採択しました。その後、「第3回中央闘争委員会」（2月17日）を開催して、①取り巻く情勢、②各産別の取り組み状況、③最大のヤマ場の設定と回答引き出し、④非正規労働者等の賃金処遇改善の取り組み、⑤最低賃金の引き上げに向けた取り組み、⑥「運動の両輪」としての「政策・制度実現の取り組み」と今後の日程等を確認しました。

フード連合は、「第9回中央委員会（1月24日）」で要求提出は2月末までとし、統一回答指定日を3月16日(水)とするとともに、その日を最大のヤマ場として共闘体制を確立して、集中決着がはかられるように全力をつくすことを決定しました。また、中小・地場の組合の回答指定日は主要組合と同じ、もしくは同時期（翌週）をヤマ場とし、決着が困難な組合についても、3月第4週～第5週の決着をめざし、3月内に決着できる態勢を構築することを確認しました。

 2月21日の「第1回中央闘争委員会」以降、各組合は要求実現に向けて速やかに団体交渉を開始しました。また、｢大手・主要組合会議（3月9日）」を開催し、情報交換を密にしながら、連合に報告した中核組合（52組合予定）の交渉結果を連合の報告形式にそって、平均賃金ベース、要求額、妥結結果、個別賃金水準等を行うなど共闘態勢を強化して統一回答指定日（3月16日）に成果を引き出せるようにしていくことを確認しました。

　　「第2回中央闘争委員会(3月10日)」では、フード連合としての①ヤマ場を前にした要求集約・交渉状況、②ヤマ場に向けた考え方、③ヤマ場の闘争体制、④4月段階の未解決組合に対する支援・フォロー体制の強化などについて確認しました。

　3月11日に発生した｢東日本大震災｣の影響を受けて3月14日にヤマ場（統一回答指定日）を前にした取り組みについて、①｢東日本大震災｣等の影響が少ない組合は、既定の方針どおり前倒しを含めて3月16日に結集し、ベア・賃金改善の引き出し、さらに賃金以外の労働時間の短縮（｢時短2000ゼロ｣、時間外・休日労働の割増率の引き上げ）、パートの処遇改善、最低賃金の協定化と水準の引き上げの交渉をする、②｢東日本大震災｣等の影響が大きい組合は、労使で被災状況を確認するなど、地震被害への対応を優先しつつ、春闘の交渉については、単組の自主的な判断に委ね、個別に交渉・スケジュール等を決定し、回答指定日を変更するなどの対応もやむを得ないと判断するなどの考え方を発信しました。
　　また、3月内のたたかいを終えて次のような事務局長談話（4月5日：抜粋）を発信しました。
[image: image6.emf](4) 取組状況から見た集計

組合数 組合数 組合数

210 4 199

2 0 2

1 0 1

213 4 202

※収拾合計は、集計可能な組合合計。

昨年対比(金額比較)

6月30日までに収拾した組合合計→245組合

組合数 ％

要求をしない組合→4組合

206 94.1

春闘に取り組めなかった組合→20組合

13 5.9

219 100.0

定昇相当分のみの取り組み組合→75組合

ベア・賃金改善分を要求した組合→95組合

定昇制度はないが、賃上げに取り組んだ組合→107組合

(5) 収拾状況(※定昇既知組合)

合計→277組合

組合数 ％ ※定昇既知組合→171組合。

26 16.6

※ベア、賃金改善要求→57組合

127 80.9

※定昇(相当分)を確保した組合(％)

4 2.5

(①＋②) 153

組合 300人以上の組合のうち

0 0.0

97.5 ％ ベア・賃金改善分または賃上げを要求した組合→31組合

157 100.0

定昇相当分と、その他の取り組みをした組合→21組合

定昇相当分のみの取り組み組合→13組合

上記以外の組合→2組合

合計→67組合

(6) 収拾額・率から見た規模別単組数集計　

（単位：組合）

1000人

以上

999～

300人

299～

100人

99人

以下

合計 ％

8000円以上 2 2 1.0 ７月以降も交渉中の単組

7000円 ～ 7999円 4 3 1 8 4.0 賃金→25組合

6000円 ～ 6999円 7 6 5 4 22 11.1 一時金→40組合

5000円 ～ 5999円 3 7 8 13 31 15.6 賃上げなしの組合→8組合（うち震災の影響により断念→4組合）

4000円 ～ 4999円 4 8 10 18 40 20.1

3000円 ～ 3999円 3 6 14 22 45 22.6

2000円 ～ 2999円 1 6 6 19 32 16.1

1000円 ～ 1999円 1 4 6 11 5.5

1円 ～ 999円 1 1 0.5

0円(賃上げなし) 1 6 7 3.5

合計 24 37 48 90 199 100.0

1000人

以上

999～

300人

299～

100人

99人

以下

合計 ％

3.0％以上 1 1 0.5

2.70％ ～ 2.99％ 1 1 2 1.0

2.50％ ～ 2.69％ 1 2 1 1 5 2.5

2.30％ ～ 2.49％ 5 1 2 3 11 5.5

2.00％ ～ 2.29％ 4 8 8 14 34 17.1

1.70％ ～ 1.99％ 6 11 12 19 48 24.1

1.50％ ～ 1.69％ 3 5 8 11 27 13.6

1.30％ ～ 1.49％ 2 3 4 6 15 7.5

1.00％ ～ 1.29％ 3 5 6 18 32 16.1

0％ ～ 0.99％ 2 6 16 24 12.1

合計 24 37 48 90 199 100.0

(7) 収拾額・率から見た昨年同組合比

(平均賃上げ方式)

収拾額 率 収拾額 率 収拾額 率 収拾額 率 額 率 額 率

食 肉 33 4,106 1.46 3,576 1.47 4,118 1.49 3,384 1.41 -12 -0.03 192 0.06

乳 業 17 6,389 2.09 3,858 1.39 5,674 2.00 3,739 1.46 715 0.09 119 -0.07

水 産 冷 食 8 5,437 1.88 4,660 1.64 5,574 1.93 4,959 1.78 -137 -0.05 -299 -0.14

醤 油 味 噌 23 6,140 2.07 4,111 1.57 6,086 2.05 3,819 1.46 54 0.02 292 0.11

油 脂 調 味 料 3 7,120 2.30 6,505 2.12 6,949 2.25 6,187 2.01 171 0.05 318 0.11

糖 業 11 6,037 2.10 5,254 1.93 6,166 2.13 5,480 2.04 -129 -0.03 -226 -0.11

製 粉 19 6,023 2.12 4,783 1.96 6,096 2.08 4,955 1.73 -73 0.04 -172 0.23

パ ン 31 3,534 1.51 3,066 1.45 3,638 1.54 3,056 1.44 -104 -0.03 10 0.01

菓 子 13 6,781 2.15 4,523 1.63 6,467 2.03 4,556 1.68 314 0.12 -33 -0.05

飲 料 ビ ー ル 8 6,379 1.94 5,071 1.67 6,276 1.99 4,960 1.67 103 -0.05 111 0.00

酒 類 17 5,626 1.94 4,647 1.86 5,559 1.85 4,373 1.70 67 0.09 274 0.16

た ば こ 関 連 3 4,162 1.21 3,706 1.26 4,453 1.29 3,863 1.31 -291 -0.08 -157 -0.05

流 通 食 品 6 4,908 1.89 4,106 1.78 4,931 1.99 3,797 1.70 -23 -0.10 309 0.08

全 体 192 5,323 1.80 4,129 1.63 5,235 1.79 4,053 1.58 88 0.01 76 0.05

300 人 以 上 61 5,535 1.83 5,090 1.79 5,436 1.82 4,958 1.76 99 0.01 132 0.03

300 人 未 満 131 3,949 1.61 3,682 1.55 3,947 1.60 3,631 1.49 2 0.01 51 0.06

1,000 人 以 上 24 5,744 1.84 5,795 1.89 5,634 1.85 5,608 1.86 110 -0.01 187 0.03

999 ～ 300 人 37 4,923 1.77 4,632 1.72 4,883 1.76 4,537 1.70 40 0.01 95 0.02

299 ～ 100 人 46 4,126 1.66 3,990 1.63 4,188 1.69 4,068 1.67 -62 -0.03 -78 -0.04

99 人 以 下 85 3,609 1.52 3,515 1.51 3,503 1.43 3,394 1.40 106 0.09 121 0.11

合計(報告組合)→301組合

回答合計 収拾合計

①ベア、賃金改善分確保



(単純平均)

②定昇(相当分)のみ確保

③定昇(相当分)を確保できず

④賃上げなし



合計

合計

(単純平均)

2011春闘収拾 2010春闘収拾 昨年比

(加重平均) (加重平均) 業　種　名 組合数 (単純平均) (加重平均)



昨年実績、又は昨年実績以上だった組合

昨年実績を下回った組合

平均賃上げ方式で取り組んだ組合

個別A方式で取り組んだ組合

個別B方式で取り組んだ組合

取組合計

個別A回答

個別B収拾 個別B回答



平均収拾



個別A収拾

平均回答

①フード連合の3月31日までに妥結した組合は58組合であり、平均方式の加重平均で5,560円(1.81％)となっている。昨年の同時期同組合と比べて148円上回っており、10組合ではベアや賃金改善を、また、4組合では非正規労働者の時給の引き上げや条件の改善等を勝ち取っている。

大震災という厳しい状況下にあっても、各組合が役割と責任を自覚して情報を公開し、交渉を強化してきた結果である。今後交渉を行う組合は３月段階の妥結結果も踏まえ、大震災を理由とした理不尽な経営側の主張は許さず、毅然とした姿勢で交渉を展開するよう要請する。

②交渉を中断している組合や中小組合にとっては、これからが本番である。

フード連合は、「中小労組支援センター」を設置して、中小組合に対する支援体制を強化している。自らの賃金水準や格差の実態等を把握して、要求の根拠を持って交渉を強化し、定昇制度の確立とともに、賃金カーブ維持分に加えてベアや何らかの賃金改善を引き出し、実質賃金の維持と格差の是正分を獲得するよう要請する。また、業種別部会や大手組合に対しては、中小組合やグループ企業の賃金交渉に対して情報の開示をはじめとした支援体制を取っていただくよう要請する。

フード連合本部も、各組合の交渉を支援・強化していくため、引き続き、的確な情報発信と中小労組支援等を行い、全体の底上げをはかっていく。

大震災に負けず、要求の実現に向けて、最後まで頑張ろう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
(2) 4月末段階までの取り組み
　フード連合は、｢第3回中央闘争委員会｣（4月19日）で、3月内決着の成果をふまえた4月段階の取り組みについて以下のとおり確認し、2011春季生活闘争中央闘争委員会を解散しました。
	2011春季生活闘争／第3回中央闘争委員会確認事項／（最終）
１．これまでのたたかいの状況
（１）連合は、4月18日に第4回賃金改定集計（4月15日集計）を公表した。それによれば平均方式で5,305円、1.76％（昨年対比＋60円、＋0.01％）となっている。昨年と同一組合比では、5,175円、1.77％で＋58円、0.02％となっている。また、妥結組合数は３月末で、ほぼ昨年と同数の組合が回答を引き出した。4月15日現在の結果は、組合数で昨年同時期よりも280組合多いが、震災の影響もあり組合員数では22万人以上の減少となった。
中小組合（300人未満妥結・回答加重平均）では、4,344円、1.69％（昨年対比166円、0.05％）で、昨年より妥結額・率とも上回っている。目安として示した賃金カーブ確保相当分（4,500円）以上を獲得した組合は、52.2%で半数を超えている。

連合・中小労働委員会は、今後交渉し解決をめざす組合に対し、中小労働者の賃金水準の低下に歯止めをかけ格差拡大を阻止するため、以下の妥結基準（妥結最低基準）と今後の取り組みを確認した。
[image: image7.emf]【2011春闘、一時金集計】

(1) 2011年間一時金(夏冬型・冬夏型含む)、2011夏季一時金(夏冬型の夏分)集計

年間一時金(夏冬型・冬夏型含む)　

※　集計には業績連動を含みます。

組合数

加重平均 単純平均

組合数

加重平均 単純平均

年 間 月 数 132 5.16 4.98 98 5.23 4.69

年 間 金 額 118 1,405,109 1,229,429 92 1,529,019 1,235,875

夏季一時金(夏冬型の夏分)　

※　集計には業績連動を含みます。

組合数

加重平均 単純平均

組合数

加重平均 単純平均

夏 月 数 92 2.39 2.21 94 2.49 1.88

夏 金 額 98 598,424 522,639 92 730,875 474,566

(2) 取組状況から見た集計

組合数 組合数

5 年間収拾

1 夏だけ収拾

51 1 夏収拾

年間収拾

夏だけ収拾

232 7 収拾合計

昨年対比(金額比較/年間・夏季のみ含む)

組合数 ％

昨年実績、又は昨年実績以上だった組合 89 53.9

昨年実績を下回った組合 76 46.1

165 100.0

(3) 年間月数からみた要求,収拾集計

組合数 ％ 組合員数 ％ 組合数 ％ 組合員数

6 ヵ 月 以 上 44 33.3 10,278 39.6 4 4.1 5,747

5ヵ月～5.99ヵ月 29 22.0 7,684 29.6 43 43.9 30,199

4ヵ月～4.99ヵ月 43 32.6 4,812 18.5 34 34.7 6,384

3.99ヵ月 以下 16 12.1 3,181 12.3 17 17.3 2,841

合計 132 100.0 25,955 100.0 98 100.0 45,171

(4) 年間月数からみた昨年同組合比

年間月数

（加重）

年間月数

（単純）

年間月数

（加重）

年間月数

（単純）

年間月数

（加重）

年間月数

（単純）

食 肉 16 4.40 4.12 4.04 4.08 0.36 0.04

乳 業 11 5.97 4.93 5.97 5.00 0.00 -0.07

水 産 冷 食 8 5.18 5.04 5.15 5.01 0.03 0.03

醤 油 味 噌 6 5.24 4.24 5.26 4.38 -0.02 -0.14

油 脂 調 味 料 0 #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE!

糖 業 9 5.23 5.49 5.30 5.57 -0.07 -0.08

製 粉 12 5.44 5.02 5.55 5.03 -0.11 -0.01

パ ン 4 3.17 3.41 3.21 3.47 -0.04 -0.06

菓 子 11 4.92 4.96 4.92 4.93 0.00 0.03

飲 料 ビ ー ル 4 5.05 4.79 4.80 4.61 0.25 0.18

酒 類 7 5.00 4.36 5.03 4.38 -0.03 -0.02

た ば こ 関 連 2 5.42 5.38 6.01 5.82 -0.59 -0.44

流 通 食 品 3 5.75 4.93 5.71 4.73 0.04 0.20

全 体

93 5.23 4.72 5.20 4.73 0.03 -0.01

300 人 以 上

31 5.33 5.15 5.30 5.17 0.03 -0.02

300 人 未 満

62 4.48 4.51 4.49 4.51 -0.01 0.00

1,000 人 以 上

14 5.45 5.43 5.39 5.40 0.06 0.03

999 ～ 300 人

17 4.95 4.93 5.03 4.99 -0.08 -0.06

299 ～ 100 人

17 4.35 4.35 4.36 4.34 -0.01 0.01

99 人 以 下

45 4.67 4.56 4.66 4.58 0.01 -0.02

※　集計には業績連動を含みます。

取組合計

業　種　名



合計

(要求)年間月数

年間月数

組合数

2011春闘収拾

100.0

40

昨年比 2010春闘収拾

6.3

6

14.1

(収拾)年間月数

％

12.7



回答合計 173

2011収拾

6月30日最終

組合数



89

12



66.9



2011要求



夏季のみ取り組んだ組合

（夏冬型の夏分）

133

2011要求

夏冬型年間で取り組んだ組合



業績連動で取り組んだ組合 48

26

2011収拾

夏だけ回答

年間回答

夏回答


＜妥結基準＞

①賃金カーブ維持相当分を妥結基準とする。
　　また、賃金カーブ維持分の算定が困難なところは、4,500円以上とする。

②加えて、賃金改善分の獲得をめざす。

＜今後の取り組み＞

①未解決組合は、｢妥結基準｣や集計結果を参考に、組合員の期待に応える回答の引き出しと賃金水準の維持・改善に結びつく解決をめざす。また、産別や地方連合会中小センターの方針に基づき、早期解決をはかる。

②産別（産別地方組織）と地方連合会は、戦術指導を含め未解決組合の交渉支援を精力的に行う。その場合、賃金カーブ維持相当分が算定されていない組合は、賃金水準の低下を阻止する取り組みを進めるため、可能な限り、賃金実態から1歳1年間差を算定し、その獲得のための対策をはかることとする。

③連合・地方連合会は、解決組合の情報を開示し、後続する組合や未組織・非正規労働者に対し有効な相場波及をはかる。

（２）フード連合の4月18日集計の回答状況は、収拾組合が81組合（昨年同時期98組合）となっている。昨年の同時期に比べ妥結組合が少ない状況のなかで単純に比較することはできないが、平均方式の75組合で5,407円、1.78％（昨年同時期94組合で5,428円、1.83％）となっている。昨年の同一組合比(加重平均)では、5,455円、1.79％と額で110円、率で0.01％昨年より上回っている。また、300人未満の中小組合では、同一組合比（加重平均）で4,327円、1.76％となっており、額で24円、率で0.03％と昨年より額・率とも若干上回っている。

　　これまでの闘いでは、東日本大震災の影響で交渉を延期した組合や春闘交渉を断念せざるを得ない組合もあり、昨年より妥結組合は20組合程度減少している。このようななかで、ほぼ全組合が賃金カーブ維持分を確保するとともに、11組合がベア・賃金改善を獲得したことは評価できる。また、9組合が非正規労働者の時給の引き上げや処遇の改善をし、10組合が企業内最低賃金の協定を行っている。一時金の取り組みでは45組合が妥結し、29組合の夏冬年間月数で平均5.30ヵ月（昨年同時期5.49ヵ月）、昨年同一組合比では5.23ヵ月と0.04ヵ月下回っている。

２．未解決組合への対応

（１）フード連合の４月段階のたたかいについては、これまでのフード連合の収拾結果や連合・中小労働委員会で示された取り組みをふまえ、次のとおりとする。


　東日本大震災の影響を直接受けて交渉が困難な場合を除き、要求の趣旨にこだわって精力的な交渉を展開する。
妥結基準として

　①賃金カーブ維持分（定昇相当分）を妥結基準とする。

賃金カーブ維持分の算定が困難な組合は4,500円以上、または、昨年実績以上とする。

②加えて、格差是正や底上げのためのベア・賃金改善などあらゆる賃金原資の獲得をめざす。
（２）未解決組合は、3月段階の妥結結果や交渉経過を踏まえ、東日本大震災等の影響を理由に賃金交渉に否定的な会社側の姿勢に対しては、組合が過度に理解を示すことなく、労使で賃金の重要性をふまえて毅然とした姿勢で臨み、精力的な交渉を展開する。加えて、賃金カーブ確保相当分が算定されていない組合は、これ以上の賃金水準の低下を阻止するため、定昇制度の確立にむけて交渉に責任と目標を持って臨む。

取り組みにあたっては、「フード連合2011春季生活闘争／ハンドブック」の活用をはかる。具体的には、①組合員の賃金実態を分析し、1歳1年間差を算出する、②組合員の賃金実態の分析が不可能な場合は、初任給と組合三役などの賃金水準から1歳1年間差を算定する。

フード連合は、今後、本部からの定期的な情報発信（ホームページ掲載）と、「中小労組支援センター」の支援オルグ、個別組合ごとに支援・フォロー体制を強化し、業種別部会やブロック局と連携しながら、きめ細かな支援体制を行っていく。また、大手組合は、引き続きグループ企業の賃金交渉に対して必要な情報の開示をはじめとした支援に努める。
３．賃金引上げ、一時金以外のとりくみ

定昇制度の確立や賃金（改善原資含む）引き上げ以外の労働時間の短縮（「時短2000ゼロ」、｢時間外・休日労働の割増率の引き上げ｣）、パートの処遇改善、最低賃金の協定化と水準の引き上げ等についてはゼロ回答で終ることなく、今春闘で一定の収拾の方向性や足がかりが引き出せるよう、継続交渉を含めて、最大限の交渉を展開する。

以　上




(3)「中小労組支援センター」と中小労組の取り組み
　　中小労組支援の事前準備として、2月を中心に、全地域ブロック（北海道・東北、関東、中部・関西、中四国・九州）で「2011春闘中小労組会議」を開催しました。同会議では、方針と賃金カーブ維持への理解を深めるとともに、今次春闘の情勢をふまえて、交渉に備えました。交渉期間中は、交渉に関する相談や情報発信を行うとともに、地区協議会、業種別部会、ブロック局長による中小労組オルグを実施し、個別労使交渉の相談・支援体制を整えました。

今次春闘では、昨年設置した｢中小共闘支援拡大センター｣の機能をより明確にするため｢中小労組支援センター｣と名称を改め、2年目の取り組みとして展開しました。

登録した組合は21組合で、具体的な支援オルグの必要な組合を重点取り組み組合として、16組合を選定しました。支援内容については、①交渉の指導、②日頃の組合活動を含めた指導、③賃金制度確立に向けた指導の3つの課題を選択して、各単組の実態に即して支援オルグを行いました。
交渉の指導に当たっては、支援地域ごとの食品製造業の賃金比較（厚生労働省賃金構造統計調査）の分析提供を新たに加え、①賃金実態の把握・賃金カーブ等の分析、②要求書の作成、③交渉、④妥結、⑤配分等までと、特に賃金制度が確立していない組合に対して、賃金制度の確立に向けた指導を行ないました。

支援オルグの実施について、東日本大震災等の影響で一部オルグ日程がずれ込んだ単組もあり、3月～5月の期間内に集中したオルグができませんでした。しかし、各支援単組でバラつきはあるものの、自労組の賃金水準の把握と要求時での組合の趣旨交渉の説明や比較データ等が充実したことで、これまで以上の交渉ができたと評価しています。結果、配分原資の増加や賃金制度の確立に向けて労使委員会を設置した組合がありました。これまでの要求・交渉とは違う春闘となった組合もありました。
重点支援オルグ16組合の賃金引上げの妥結結果は、8組合が妥結し、2,844円、昨年同一組合比＋104円で、うち7組合が昨年以上の賃金引き上げおよび賃金改善を獲得しました。また、一時金は、4組合が妥結し、3.64ヵ月、昨年同一組合比－0.08ヵ月で、5組合が昨年以上の月数を獲得しました。また、登録組合21組合の賃金引上げの妥結結果は、10組合が妥結し、3,027円、昨年同一組合比＋439円で、うち11組合が昨年以上の賃金引上げおよび賃金改善を獲得しました。また、一時金では、4組合が妥結し、3.64ヵ月、昨年同一組合比－0.08ヵ月で、8組合が昨年実績以上の月数を獲得しました。

フード連合300人未満の組合全体の妥結水準は、3,921円1.61％（昨年3,969円1.65％）で、昨年より、額で－48円、率で－0.04％下回り、昨年同一組合比では3,949円1.61％（昨年3,947円1.60％）と昨年より額で＋2円、率で＋0.01％昨年を僅かに上回りました。特に、100人未満の昨年同一組合比では、額で＋106円、率で＋0.09％と健闘しました。

今次春闘は東日本大震災の影響等の中で厳しい交渉となりましたが、中小組合の妥結結果が昨年を上回ったことは、賃金実態の把握を通じた賃金カーブ確保と格差是正の交渉が単組の健闘につながり、一定の成果が表れたものと判断しています。また、賃金制度が確立していない組合に対して、今後も継続的に賃金制度の確立に向けた指導を早い段階から支援単組を絞り込み行なっていくことが重要と捉えています。
【今後の課題】
１．春闘全般と統一要求課題について
フード連合で確認している「統一要求課題」は、時限的な共闘の効果とその実効性を高めるために、すべての組合が取り組むべき要求課題として位置づけて取り組んできました。課題によっては年間を通した取り組みや協約改定協議に連動して取り組む組合もあり、春闘で要求した組合数だけでは評価できないととらえています。

今次春闘では、賃金引き上げ要求で賃金水準が到達目標に達している組合はパートの処遇改善、もしくは最低賃金の協定化に取り組むとしたことで、賃金・一時金以外の取り組みは着実に前進しました。今後も全体で取り組んでいるという共通の認識が必要であり、最低でもすべての組合が何らかの要求をするミニマム要求等の検討など、課題の設定を含め組織内で議論を深めて、さらに共闘の効果を高めていく必要があります。

(1) 賃上げ（ベア・賃金改善・格差是正）
賃上げ(ベア・賃金改善)については、連合の考え方やこれまでの要求根拠の考え方を基本に、絶対水準を重視した要求目標の設定とこれ以上の賃金水準の低下を阻止していくことが重要です。そのためには中小労組支援の体制整備・強化と自労組の賃金実態の把握と賃金制度の確立、格差是正の取り組みを継続していく必要があります。
また、今次春闘で示した到達目標（第3四分位）基準の設定などについては、要求根拠の理由等を組織内で十分に議論をしていく必要があります。さらに、食品産業の労働者のめざすべき賃金水準などの検討も組織内で議論を深めていく必要があります。

(2) 一時金の安定確保　
　一時金は組合員の関心も高く、年収の安定確保の観点からも重要な取り組みとなっています。業績連動制を導入している単組が多くなってきていますが、生活費の補てんや生計費を支えるためには最低月数（4ヵ月）の確保の取り組みは引き続き必要です。
また、今次春闘方針で示した年収ベースの目安に加え、春闘後の年収の実態調査も必要であり、その検証等も含めて組織内で年収について議論を重ねていきます。

(3)春闘を通じた「時短2000ゼロ」の取り組み
　「時短2000ゼロ」の取り組みは、到達目標達成の最終年度が過ぎました。この間、春闘・通年での取り組みを通じて一定の成果があり、着実に前進しています。しかし、3年目ということもあり、運動の波及という点では沈滞感は否めず、また、フード連合全体でみると年間所定労働時間2000時間以上の組合は100組合以上あり、今後も2000時間以上の組合をゼロにしていく必要があります。そのためには、単組の取り組みへ理解と新たな達成計画・施策等の検討が必要で、引き続き組織内で十分議論していく必要があります。
(4) 時間外・休日労働の割増率の引き上げ
時間外・休日労働の割増率については、法改正への対応の協定化が進み、基準以上で要求する組合は少なくなっています。努力義務に対しては、引き続き労働界全体で労使交渉を通じて実効性を高めて、法制化につなげていく必要があります。また、総実労働時間の短縮にむけた、長時間労働の削減やインターバル規制など今後も重要な取り組みとなります。

(5) パート等の組織化と処遇改善
パート等の処遇改善は、法改正も含めて均等・均衡処遇の実現が社会や労働界全体でも不可欠な取り組みとなっています。フード連合全体としては、取り組みへの理解は浸透して前進しています。一方、会社は非組合員の処遇改善には否定的であることや、事業所ごとでの採用等を理由に春闘での交渉に労使で温度差があります。また、組合も役員と組合員とで組織化されていないパートの処遇改善に対する意識の差もあります。さらに時給の引き上げなどは現実に厳しい交渉となっているなど、意識を含めたギャップは大きいものがあります。

しかし、同じ職場で働く非正規労働者の処遇改善に取り組まずに放置することは、働く仲間の生活を不安定にし続けることになり、結果、所得の二極化、賃金格差の拡大にもつながっています。同時に、正規労働者の労働条件の低下を招き、働く仲間の代表として労働組合が担う役割や責任が問われます。
従って、今後も全労働者を対象にした取り組みは必要であり、｢ついでに要求する｣から｢本気で要求する｣行動へと全体で運動を進めていく必要があります。

また、次年度にむけて、すべての単組が共通して本気で取り組むとした共通認識のもとに、パート等を一括りで扱うのではなく、働き方などの違いによりタイプ別に分けて課題を検討するなど、単組の実状も考慮した集計・集約方法なども含めて議論を深めていきます。

(6) 最低賃金の協定化と水準の引き上げ
最低賃金の協定化と水準の引き上げについては昨年以上に気運は高まり前進し、一定の成果が表れました。正規労働者とパート等の非正規労働者との均等・均衡処遇の実現をめざすうえでも、企業内最低賃金協定は、労働組合にとって最も重要な協定であり、この取り組みを目に見える運動としてさらに醸成していくことが必要と考えます。そのための教宣リーフレットの活用や学習会等の開催など検討していく必要があります。また、食品産業にある特定（産業別）最低賃金を維持していくために、継承・発展の取り組みが必要であり、未組織労働者にも波及させていくことが労働組合の役割と責任でもあります。引き続き組織内で理解を深めていく必要があります。
２．情報開示と共有化について
賃金水準（定昇・個別賃金・要求・妥結等）について組織内の開示はほぼ100％の情報の共有化ができるようになりました。また、連合を含めた組織外へは報告形式で違いがあるものの概ね開示し、情報化ができつつあります。しかし、一部の組合では開示ができていません。
今後も単組が報告・開示しやい調査・集計方法や共有化の検討が必要です。加えて中小組合が自ら賃金実態把握をするためにも賃金実態調査への積極的な協力が重要です。
３．体制の確立と闘いについて　
東日本大震災の影響で復興・情勢等は不透明な部分もありますが、どのような情勢下であっても春闘交渉は必要であり、その認識と体制で2012春闘に臨みます。
2012春闘の連合の体制は未定ですが、｢共闘連絡会議（化学・食品・製造等共闘連絡会議）」等の対応については、引き続きフード連合の大手・主要組合すべての組合が参加することを前提に、｢中核組合｣として体制を作り、連合に登録していきます。そして、ヤマ場に結集して回答を引き出し、組織内外に波及させていくことは重要で、その交渉等の情報の共有化ができる体制として、｢大手・主要組合会議｣の活用などの検討が必要です。中小組合への支援体制については、引き続き個別の課題や実態に即した支援が必要であり、春闘を通じてその支援の強化をはかります。
また、3年目を迎える｢中小労組支援センター｣の取り組み強化と業種別部会・地区協・単組での学習会などを通じて春闘・組合活動への理解を深めて、単組役員の意識（ヤル気）と力量を高めていくことが必要です。
　　　以上｢2011春季生活闘争のまとめ(案)｣とします。
[要求・妥結集計結果一覧]
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連合2011春季生活闘争のまとめ
－ここ数年間の運動の振り返りと2011闘争の評価と課題－
は じ め に
  春季生活闘争を取り巻く環境条件は、バブル崩壊以降、大きく変化した。企業は総額人件費の抑制姿勢に方向を転換し、それ以降、ベアを根本的に否定するなど、今もなお賃金の引き上げに極めて抑制的な姿勢をとり続けている。また、その間に非正規労働者が急激に増大、外部労働市場が形成され、市場の労働需給メカニズムによって賃金が決定される労働者が増えるなど、春闘機能そのものが問われることとなった。
　連合は、こうした状況がつづけば、労働運動そのものが力を失ってしまうという危機感から、春季生活闘争のあり方を含めた抜本的な見直しによって、働くすべての労働者に対し、労働条件をいかに波及させていくか、新たな仕組みを形成すべく、大きく舵を切ったのが、この数年の春闘改革であった。

今年の春季生活闘争においても、労働者への配分を徹底して追求するとの考えを打ち出すだけでなく、それぞれに改革の積み重ねを目差したものの、ヤマ場直前に東日本大震災に見舞われるといった、かつてない状況下での闘争となった。
  今次闘争の「評価と課題」をまとめるに当たっては、2011春季生活闘争といった単年度の評価にとどまることなく、一連の運動改革の考え方や方向、運動の課題についても改めて振り返り、今後の運動につなげていくものとする。

Ⅰ．2011春季生活闘争の評価と課題

１．全体評価
（１）運動の経過と全体的な受け止め
2011春季生活闘争は、すべての組合がおかれた状況のもとで、５つの共闘連絡会議を中心に総がかり態勢で適正な配分を追求し、労働条件の復元をめざす取り組みを展開した。闘いの進め方においては、「有志共闘」に加え、３月の最大のヤマ場に回答を引き出す「第１先行組合」、そして、その次の週に決着をめざす「第２先行組合」を具体的に設定し、そうした組合による確実な相場形成によって波及力の強化をはかり、中小労組の集中回答ゾーン（３月28日～４月１日）に連動させるべく、切れ目のない取り組みを推進した。そして、地場共闘を強化する観点から、地方連合における共闘連絡会機能充実に向けた取り組みを展開した。
しかしながら、3月11日にＭ９の「東日本大震災」が発生した。そのため、3月14日に緊急三役会、3月22日に緊急中央執行委員会を開催する中で2011春季生活闘争については、①産別の自主的判断にもとづいて取り組む。②回答引き出し可能な組合については、それぞれの方針にもとづき交渉を展開し、その獲得に全力をあげる。③連合は集計体制を堅持し、逐次、交渉の進捗状況を取りまとめることとするとした。大震災という、かつてない状況下でも産別指導のもと、闘争態勢について基本的に堅持することができた。そのことが昨年に比して119円増、中小（300人未満）では昨年比で258円上回る回答を引き出せた大きな要因になったと受け止める。
（２）賃金水準の復元について
2011春季生活闘争では、直近のピーク時である1997年の賃金水準への復元を追求した。具体的には、家計と企業の配分のバランスの歪みを修正・解消することが不可欠とのマクロの観点に立ち、「１％を目安に配分を求め」、労働条件の復元・格差是正に向けた取り組みを進めることとした。デフレを脱しきれず低成長が続く中にあって、構成組織がどのように復元を目指すかは巾として容認しつつも、運動全体として同一の目標に向かって共闘的な行動を展開できたものと受け止める。
賃上げの結果（7月1日現在の最終集計）は、2011春季生活闘争は「東日大震災」の影響で交渉を中断、延期をせざるを得ない組合や、統一闘争を解除した産別があったものの、要求提出組合数はほぼ前年並みとなった。全体集計から交渉結果をみると、賃金カーブを維持した組合は67.2％、賃金改善分獲得組合は5.7％（いずれも組合員数比）であった。また、平均賃金方式による賃金引き上げ結果は、前年を119円上まわる4,924円（300人未満：3,780円、＋258円）であった。労働条件の復元、格差是正を図るという今次交渉の考え方からすれば、十分な結果を獲得したとは言えないものの、厳しい交渉環境の中で粘り強く交渉を展開したことが、昨年を若干上回る結果につながったと受け止める。
（３）非正規労働者の取り組み
　　2009春季生活闘争では、正規労働者だけでなく、非正規労働者の処遇改善の取り組みを労使交渉の枠に入れるべく、新たな取り組みをスタートさせた。そして、2010春季生活闘争からは、すべての労働者に対して同じ水準、同じ考え方で取り組みを提起し、運動を展開した。2011春季生活闘争からは、そうした運動経過を踏まえ、パート共闘を中心に派遣労働者等、間接労働者を含む非正規労働者の労働条件改善の取り組みを展開するための「非正規共闘」を設置し、取り組みを展開した。具体的に非正規労働者の処遇改善に取り組んだ組合数は昨年より626組合増加し、3,787組合となった。
その結果をみると、今年から取り組みを開始した間接雇用の非正規労働者(派遣労働者)に関する取り組みも、コンプライアンスの遵守を中心に前進を図ることができた。
（４）労働時間の取り組みについて
2010年における一般労働者の年間総実労働時間は2008.8時間（厚労省「毎勤統計」事業所規模５人以上）となっている。最近のピークである2007年からみれば38.4時間短いが、リーマン・ショック後に残業が大幅に減少した2009年比では32.4時間増加したため、2007年の98％の水準にまで戻りつつある。
本年の労働時間短縮の取り組みの中で最も多いものは、割増率で976組合となっているが、前年の1/3程度に留まると共に、所定労働時間の取り組み（688組合）も昨年の３割程度と大幅に減少した。残業の縮減の取り組みも昨年比で382組合減少し724組合にとどまった。
労働時間短縮の取り組みは、労働基準法改正の年には取り組む組合数は大きく増加する
ものの、それ以外の年には減少する傾向が続いており、ワーク・ライフ・バランスをどのように実現していくかなど、中期時短方針の見直しに加え、議論を詰めていくこととする。
（５）ミニマム運動課題の設定趣旨について
　　ミニマム運動課題の設定は2003年からスタートしたが、これは労働条件闘争の求心力を高める観点から、すべての組合が取り組むべき事項として設定したものである。しかし、最近では、このうち一項目でも取り組めばよいとの認識が広がるなど、逆に運動制約になっているとの指摘も出されており、再度その設定の趣旨などについて確認していくこととする。
（６）政策制度の取り組みについて
第23回中央執行委員会（７月14日）に提案される「2011年度　政策・制度　実現の取り組みまとめ」（案）を参照。
２．具体的な闘争結果と受け止め
（１）賃　金
7月1日現在の妥結集計の結果は、登録組合のうち4,628組合・約219万人が妥結もしくは妥結方向となっており、回答の内容は以下の通りとなっている。
平均賃上げ方式では、4,924円・1.71％（4,061組合・185万人の加重平均）の引き上げとなり、昨年実績に比べ119円・0.04ポイントの増加となっている。
　　また、個別標準労働者方式の到達賃金水準（登録組合の単純平均）は、35歳ポイントが280,165円、30歳ポイントで248,703円であり、同じく定昇込みの35歳表示組合が279,311円、30歳表示組合が247,710円となった。
一方、それぞれのポイントにおける引き上げ額は、35歳・純ベア方式で467円、30歳・純ベア方式で986円となっている。定昇込み引き上げ額は、35歳で6,171円、30歳で6,139円となっている。
こうした個別銘柄別の賃金決定方式は、絶対水準をきちんと積み上げる方式として、あるいは明確に財源配分方式を確立するやり方として有効であるとの認識の下、これまで広がってきたものの、ここにきて足踏み状態が続いており、改めてその意義や役割について検証・検討を行っておくこととする。
全体集計（７月段階）における要求・回答の比較
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（２）一時金について

　　今次闘争において連合は、年間総収入に占める一時金のウェイトは高まっており、一時金の取り組みは重要性を増している。この取り組みを、もっと明確に位置付け運動を展開すべきとの意見を踏まえ、「生活給の一部であり、一時金を含めた年間収入の確保・向上に努める」との方針のもと闘争を展開した。

　　その結果、夏冬一括決定の月数集計（2,587組合）は4.41ヶ月、金額集計（1,472組合）では1,475,705円（換算含む）で、月数で0.03ヶ月、金額で68,111円増となった。今後にむけて、さらに運動のあり様等について詰めていく。
（３）初任給、18歳最賃について
初任給引き上げの取り組みは、高卒生産職は159組合が回答を引き出し・改定を行い、その水準の平均は156,797円である。同様に、高卒事務・技術職307組合の回答・改定後は154,826円、大卒事務・技術職365組合の回答・改定後は191,037円となり、引き上げ額は84円から327円となっている。
18歳最低賃金の取り組みは、759組合が回答引き出し、改定を行った。その月額平均は152,312円で改訂前に比べ788円・0.52％増となった。法定最賃の引き上げについては、2008年からの4年間で57円（673円→730円、8.5％上昇）引き上げることができた。しかし、雇用形態の多様化が進展し、国際競争の激化やデフレの進行によって賃金の切り下げ圧力が増大するなかで、最低賃金の役割とその引き上げの重要性は高まっており、2010年の雇用戦略対話で確認された最低800円以上、平均1000円以上をめざすといった流れを維持しなければならない。今後とも、全体の賃金引き上げに準じて、初任給を含めて改定・引き上げの実態を把握し、パート・未組織労働者の労働条件向上のためにも、地域別・産業別最低賃金取り組みなどに結びつけるべく、取り組みを展開していく。
（４）中小共闘の取り組み

①　結　果
中小共闘（300人未満）の賃上げ結果は、加重平均で3,780円、1.53%となり、昨年の最終結果(3,522円、1.43%)を258円、0.10ポイント上回った。この結果を規模計と比較すると1,144円・0.18ポイント下回っているものの、昨年結果からみればその差は縮小した。
また、4500円以上を獲得した組合の割合は、25.3% (932組合)であり、昨年の22.3%(672組合)を上回った。
②　今後の課題
昨年との比較でプラスを獲得したことは、厳しい環境にもかかわらず粘り強い交渉の結果であり、着実な成果を挙げたといえる。賃金カーブ維持分の算定が困難な組合は、4,500円を要求することとしたが、加重平均の金額が4,500円を下回ったことは、全体としては賃金カーブを維持することができなかったことであり、課題を残した。今後、4,500円をいかに確保していくかの検討をしていく。
300人未満の中でも、100～299人と100人未満と比較すると、平均年齢など労務構成は100人未満が高いにもかかわらず、平均賃金は11,774円低いものとなっている。平均賃金が低いことは企業の低収益と密接に関連しており、取引の改善や中小企業に係る産業政策構築が急がれる。同時に小規模組合の交渉力強化が課題となっている。
集約組合数は昨年同時期に比べて134組合減少している。東日本大震災の影響によるものと考えられるが、震災の影響だけかについては検証が必要である。
地場・中小の賃金を含めた労働条件は、水準にとどまらず引上げ幅についてもその地域の相場に少なからず影響されるため、2011闘争では、地場・中小共闘の充実・強化を目指した。今後も地場共闘のさらなる強化に向けて、産別の理解と協力を求めるとともに、ミニマム運動による賃金データの集約・分析をもとにした産業・企業規模別の相場形成を追及していく。
（５）非正規共闘の取り組みについて

　①　間接雇用の取り組み

2011闘争では、全労働者に対する処遇改善の取り組みを強化するため、非正規共闘をたちあげ、間接雇用（派遣労働）労働者に対する取り組みを進めた。取り組みの結果は、「実態把握済み・予定（派遣受け入れ）」520組合、「コンプライアンス遵守の要請」1,185組合、「派遣労働者の処遇改善に向けた取り組み」34組合などとなっている。具体的な取り組み内容としては、正社員登用の促進をはじめ、契約期間満了時における不当な雇い止めの防止、派遣労働者の現場活力向上などとなっている。こうした取り組みは、労使の認識の違いなど難しい面もあるが、間接雇用労働者の処遇改善も含めた取り組みの強化について検討していくことが必要である。
②　パート・有期契約共闘の取り組み

ⅰ)結果について

パート・有期契約共闘に参加する産別は徐々に拡大し2011年では20産　別となった。こうした運動の広がりととともに、パートタイム労働者等への処遇改善の取り組みは昨年比で大幅に増加した。さらに、間接雇用労働者に対する取り組みも増えたことから、非正規労働者に対する処遇改善への取り組みは、着実にその裾野を拡大している。
時間給の引上げ結果は、11.54円(タイプ含む216組合)となり、昨年とほぼ同水準の引き上げ額となった。このことは、リーマン・ショック以降の景気回復の遅れがみられた有期契約労働者の厳しい雇用環境、さらには震災後の厳しい環境の中で交渉した結果であり、健闘に値するといえる。しかし、要求目安額との乖離は依然としてあり、その改善に向けて引き続き取り組む必要がある。
パートタイム労働者等を含む全従業員対象の企業内最賃協定化への取り組みでは、協定の締結をした組合が昨年比で大幅に増えた。この結果は、全体からみれば十分とはいえないものの、産別・単組の努力により運動が徐々に浸透し前進していることの表れとして評価に値する。

ⅱ)今後の課題
2011闘争では、初の取り組みとして、正社員と比較したときの職務や人材活用の仕組み・運用等に着目し、Ａ・Ｂタイプ、Ｃ・Ｄタイプごとに要求の目安額を設定した。しかし、区分不明とする要求および妥結報告も多く、働き方に応じた時間給の考え方の定着を含め、要求のあり方についての検討が今後の課題となっている。また、パートタイマー等の時間給と地域別最低賃金の引上げとの関連性などについての分析についての検討もあわせて行うことが必要である。

均等・均衡待遇をめざす取り組みについは、「連合2010パート・派遣労働者等生活アンケート」結果など有期契約労働者のニーズを踏まえて、重点項目の取り組み内容について検討を行っていく。

（６）労働時間など、労働協約闘争について
2011春季生活闘争における時短・協約改訂の取り組みは25産別・6,188組合となった。このうち、時短関係では、「時間外割増率の引き上げ」（976組合）が最も多く、次いで「残業の縮減に向けた取り組み」（724組合）、所定労働時間の短縮（688組合）などに取り組んでいる。
　　時短以外の協約改訂では、育児・介護休業制度で615組合が要求し、うち230組合が回答を引き出した。「次世代法」関係では521組合で要求提出、166組合が回答を引き出た。男女間の賃金実態把握、点検では287組合で要求・取り組んだ。
３．戦術展開のあり方と情報開示
（１）共闘連絡会議の取り組み
2009闘争から共通の産業基盤をもった産別で構成する５つの共闘連絡会議を立ち上げたが、これは、この５つの共闘ごとに賃金を自律的に決定することを強化することによって、賃金の波及力強化につなげ、春闘のもつ社会的配分機能の強化を図ろうとするものであった。また、同時に、共闘連絡会議としてヤマ場の集中化に向けた取り組みの強化をはかったことで、これまでにない数の組合が最大のヤマ場に回答を引き出すなど、一定の成果を上げている。代表銘柄の設定や、中核組合の拡大および賃金水準、定昇相当分の情報開示などについてもかなり進んでおり、共闘を軸とした闘争態勢の強化が一歩一歩進んでいることの表れと受け止める。
（２）情報開示の取り組み
共闘連絡会議ごとに先行組合としての役割を担う中核組合を設定し、今次闘争では412の中核組合が30歳＆35歳ポイントにおける賃金水準、賃金カーブ維持分の開示などの情報開示を行った。これは、定昇制度が確立していない組合においても、中核組合の定昇相当分・賃金水準を参考に賃金カーブ維持分を確保しようというものである。また、同時に「上げ幅」の運動から「絶対水準」をめざした運動へ切り替えるという点において、大きな意味があったものと受け止める。
Ⅱ．2012春季生活闘争に向けた課題と対応について
１．今後にむけた春季生活闘争の展開

（１）取り巻く情勢の変化と運動の視点
○　東日本大震災の復旧・復興が本格化する中で、経済は立ち直りの気配を示しているものの、震災の直接的・副次的な影響により、雇用状況の一層の悪化や、消費マインドの一層の落ち込みが懸念される。

国内外の経済動向等について見極めながら、闘争方針の議論を行っていく。
○　日本の経済・社会は、人口・世帯数が減少をつづけるなかで、経済規模が縮小するなど危機的な状況にある。産業・企業は海外へ生産拠点の移転を始めており、低成長・デフレからの脱却もできず、財政難から財政出動もままならない現状にある。
　　こうした中で雇用労働者は、雇用分野の規制緩和によって非正規化が進み非正規労働者は全労働者の1/3にまで拡大してきた。不安定な働き方の労働者が増える中で所得の二極化が進み、年収200万円以下の低所得者層は1,100万人に達している。

○　震災という外傷を負ったことに対する手当とともに、財政難と空洞化といった内臓疾患からの回復といった２つの危機を乗り越え、デフレ循環から脱却し、活力ある社会への転換、日本経済の展望を切り開いていかなければならない。そのためには、コスト削減中心の経営から高付加価値を追求する経営へと転換することが重要である。
（２）総額人件費の抑制を続ける経営姿勢に対して
○　20年にも及ぶ日本経済低迷の大きな要因は、事業構造の転換を先送りする一方で、総額人件費抑制の姿勢を前面に押し出し、固定費の変動費化を追求するなど、労働コストの削減に偏った施策を長年にわたって追求してきたことにある。それが現場力の低下など、産業・企業力の潜在的な弱体化を呼び起こすと共に、労働力人口の減少とも相まって、デフレや経済規模の縮小をもたらしたものと受け止める。
○　すでにマクロ経済環境は大きく変化をしており、効率性や、それに基づく労働コスト削減に偏った生産性向上を追求するだけでは、持続可能な経営基盤を確立することは出来ない。

経営は、労働コスト削減中心の成長プロセスを改め、「人への投資」を拡大し、その相乗効果によって企業の競争力を強化し、持続的な成長を図っていくべきである。そして１人当たりの付加価値額を増大するとともに、その成長の適正な配分が消費拡大、内需拡大へとつながる好循環にしていかなければならない。
○　そのためには、春季生活闘争改革の歩みを止めることなく、共闘を中心とした適正な成果配分を追求する闘争を強化していく必要がある。すべての組合がすべての労働者を視野に入れ、この間、低下してきた賃金などの労働条件だけでなく、技術・技能の厚みをはじめとする現場力など、産業・企業力全体の復元を図っていかなければならない。
　　
２．個別運動課題と取り組み方向
（１）共闘態勢の強化への対応
①共闘連絡会議は、2009年にスタートしてから４年目を迎えたが、ここに来て労働基本権を含む「公務員制度改革」が国会で審議される予定となっており、再編を含めた新たな共闘態勢のあり方について検討が必要となっている。また、共闘連絡会議ごとの事務局機能をどうしていくのか、産業政策推進の基盤としてどう活用していくのかなど、労使会議の設置を含めて検討していくこととする。

②2004年にスタートした中小共闘は、現在18産別（集計は25産別・28.5万人）が参加し、年ごとに共闘の取り組みを強化している。しかし、一方で、共闘への参加人員規模から相場形成力や波及力には限界が出てきており、地方を含めて共闘をいかに高めていくかが課題となっている。取り組み強化の観点から、中堅組合も含めた共闘展開の是非や中堅・中小の代表銘柄の設定、中小共闘強化のための闘争指標の設定、地方との連携について検討していくこととする。

③春季生活闘争における中央・地方の連動性を高める観点から、春闘における地方連合会の役割を確認すると共に、ミニマム運動の展開と共闘連絡会議の設置などについて検討を行う。

本権の付与
（２）賃金など労働条件の情報開示と闘争強化について
①賃金闘争（含む共闘）強化に不可欠な銘柄別ポイントの賃金水準

　　　　　　賃金闘争を推進・強化していくには、交渉の同期化とその情報の交換だけでなく、企業毎の賃金情報（銘柄ポイントの賃金水準）の交換なくして、闘争を強化していくことはできない。2011闘争では、412中核組合の賃金情報（賃金ｶｰﾌﾞ維持分、銘柄別の絶対水準）を集約したが、さらなる闘争強化にむけて拡大（登録組合）について検討していく。また、５つの共闘内の情報交換のあり方や、今年の闘争で設定した第１先行組合・第２先行組合による相場形成と波及力強化にむけた情報開示についても、検討を詰めていくこととする。

②運動指標（日本型大くくり職種別・企業規模別・賃金水準と巾）の設定

　　　労働条件闘争全体の運動基盤として、あるいは共闘推進の基盤として、産別から報告される企業毎の賃金情報をもとに、上記の「運動指標」の設定について検討を始める。特に、中小労組の格差解消にむけては有効な手段とも考えられ、中小共闘強化の視点を含めて検討を行っていく。

③代表銘柄の設定と拡大について

　　上記の「運動指標」をベースに、その代表銘柄（現在約80銘柄）の整備・拡充を図っていく。来年にむけては、特に中小代表銘柄について検討をしていくこととする。

④労働市場変化への対応視点について

　　まとめの冒頭でも記述したように、日本型労働市場の特徴であった内部労働市場に加えて、非正規雇用労働者からなる外部労働市場が形成されてきている。ここでは労働需給によって、仕事別（職種や業種別）に賃金（時給）が決定され始めている。また、処遇条件も著しく低位に置かれており、年収200万円以下の労働者1,100万人ともつながっていると認識される。この両市場を橋渡しするための機能整備が必要となっており、上記の①～③はそのための準備にもなる。来年にむけては、時給表示についても検討をしていく。

⑤地域ミニマム運動と地場共闘の強化

一方、従来の地域ミニマム運動を強化し、ミニマム集計について地方連合会として活用できるよう工夫するとともに、地場共闘における相場形成のための指標づくりを行うことも検討する。

⑥一時金闘争

一時金の取り組みについては、生活防衛の観点から一時金水準の確保・向上をはかることについて検討する。その際、構成組織、単組によって、その水準が大きく異なることや、これまでの運動経緯なども考慮しながら慎重に検討を進めていくこととする。
⑦企業内最低賃金の締結拡大と協定水準のアップ
雇用形態の多様化の進展や、競争激化やデフレの進行のもとで、賃金の切り下げ圧力が強まっており、すべての労働者の賃金の底支え・底上げにつながる最低賃金の仕組みが極めて重要になっている。機能の強化にむけて企業内最低賃金協定の締結拡大と水準引き上げを推進していく。
（３）すべての労働者を対象にした取り組みの強化と運動の推進
①「非正規共闘」を中心に、非正規労働者の正規化、非正規労働者を含めた全労働者を対象とした賃金をはじめとする処遇改善に向け、取り組みを推進する。
②均等・均衡待遇に向けた一歩として、産業・企業ごとの就労実態などの違い等を勘案しつつ、勤続や経験年数などを踏まえつつ、各構成組織が共通して運動遂行ができる考え方の整理にむけて検討を進める。
（４）男女間賃金格差の是正などの取り組み

雇用の全ステージにおける男女間格差の実態を把握し、課題の整理を行い、具体的な取り組み展開につなげていく。

（５）労働時間の短縮
総実労働時間の縮減をすすめていく観点から、統一的な協約課題として労働時間規制の取り組み（休息時間（インターバル規制）、最長労働時間の設定など）を強化することについて検討する。具体的には各産業、企業の実情に合わせて共闘連絡会議の中で設定する。
（６）政策・制度取り組みのあり方
過去２年間、春季生活闘争と、政策・制度取り組みの連動をはかってきたが、闘争期間中の態勢として、実質的に一体的な取り組みとなるよう、一層連携を強化していく。

（７）官公部門の取り組み
６月３日、国家公務員制度改革推進本部会議での決定を受けて、国家公務員制度改革関連四法案が閣議決定された。今後は、同法案の成立に向けて国会で審議していくことになるが、その到達点と残された課題を整理しつつ、闘争態勢全体のあり様について、改めて検討を行っていくこととする。
以　上
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＜フード連合統一要求課題＞


①賃金（ベア・賃金改善）引き上げ


②労働時間の短縮（｢時短2000ゼロ｣、割増率等の引き上げ）


③一時金の安定確保


④パート等の組織化と処遇改善


⑤企業内最低賃金の協定化と水準の引き上げ
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